
第３章
中国の自動車・部品産業
―国内需要の本格化と高まる国産化水準―

本稿は、まず中国の完成車と部品について自動車産業の発展状況を概観した後（第１節、２

節）、オートバイと乗用車について部品と金型の調達状況を紹介する（第３節）。次いで、自動

車産業を支える中国の金型企業の特徴を、経営と技術の面から分析する（第４節）。最後に、

外資企業を中心にして生産管理と技術、及び人材育成の状況と問題点を指摘し、部品、金型、

設備面での今後のビジネスチャンスや注意点を探ることにする（第５、６節）。

第１節 市場

本論に入る前に、中国の自動車需要について簡単に概観しておこう。自動車１の保有台数は、

図１にあるとおり１９９０年代に高い伸びを見せている。１９９０年代半ばからは客車（乗用車、バス）

が貨物用車を上回るようになり、また所有される車両のうち、客車の４０％以上、貨物用車の３５％

が個人で所有されるようになっている。車と言えば政府機関や企業が所有する貨物車両であっ

た時代は過去のものとなり、個人所有の乗用車の比率がますます高まりつつある。ただし、個

人所有の乗用車と言っても、家族用のマイカーというよりも、タクシー等の個人所有の商用車

も相当の割合に上ると考えられる。

一方、国全体での自動車の普及率を見ると、それほど高い水準にあるとは言えない。人口１０００

１ 本稿では自動車という場合、２輪車や農村用自動車を含まない。しかし後述するように、農用自動車

は機能的に、あるいはユーザーの使用目的や使用方法的には実質的に自動車である。ところが中国で

は農用自動車が交通法的に自動車とされておらず、また統計的に自動車として扱われていないため、

本稿でもとりあえずそれに倣っておくことにする。
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図１ 中国の自動車保有台数（単位：万台）

（注） ここで客車は乗用車を含む。
（出所）『中国統計年鑑』２００２年版

図２ 中国のオートバイ、トラクター保有台数（単位：万台）

（出所）図１に同じ。
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人あたりの所有台数では、全国平均で１２．７台にとどまっている。各省の普及率をその経済水準

（一人当 GDPで代替）と照らし合わせて見ると（図３）、北京が最も高く、天津、上海の他の

直轄市とともに飛び抜けている。これらの地域の GDP水準が高く豊かなことの他に、自動車

の普及が都市部に集中しており、これら３直轄市では農村部が相対的に少ないことが挙げられ

よう。

自動車の保有は、大部分が都市部に偏っているようだ。「自動車産業第１５次５カ年計画」に

２ 「汽車工業“十五”計画」（国家経済貿易委員会編『“十五”工業規画與発展戦略―国家経済貿易委員

会“十五”行業規画』経済科学出版社、２００１年）p３２。

図３ 自動車普及率（１０００人当たり保有台数）

１人当GDP（ドル）自動車普及率（台）

全国計 ９０８ １２．６
北京 ２４８７ ７５．３
天津 ２２２０ ４７．９
上海 ３５７２ ２９．４
広東 １４８８ ２０．０
新彊 ９３２ １９．２
遼寧 １４３４ １８．５
チベット ６４１ １７．２
青海 ７０２ １６．８
山西 ６５２ １６．７
河北 ９９９ １５．４
内モンゴル ７８６ １５．２
寧夏 ６４０ １５．１
吉林 ９００ １４．８
黒竜江 １１６６ １４．８
浙江 １７４３ １４．６
雲南 ５８４ １４．０
山東 １２５５ １２．４
海南 ８３８ １１．４
陝西 ６１８ １０．１
江蘇 １５４４ １０．０
福建 １４８０ ９．２
四川 ６４１ ９．２
河南 ７３６ ９．２
甘粛 ５０６ ８．７
湖北 ９３４ ７．９
湖南 ７４７ ７．２
貴州 ３７２ ６．８
重慶 ６８４ ６．８
広西 ６００ ６．５
安徽 ６６４ ６．５
江西 ６３５ ６．０

（出所）図１に同じ

図４ オートバイ普及率（１０００人当たり保有台数）

１人当GDP（ドル） オートバイ普及率（台）

全国計 ９０８ ２９．６
広東 １４８８ ７８．７
江蘇 １５４４ ５９．９
山東 １２５５ ５４．４
海南 ８３８ ４７．５
天津 ２２２０ ４４．７
福建 １４８０ ４４．２
浙江 １７４３ ３９．４
河北 ９９９ ３７．２
広西 ６００ ３５．７
上海 ３５７２ ３２．１
内モンゴル ７８６ ２５．４
山西 ６５２ ２４．６
吉林 ９００ ２４．０
北京 ２４８７ ２４．０
寧夏 ６４０ ２１．９
江西 ６３５ ２１．５
湖北 ９３４ ２０．６
遼寧 １４３４ ２０．６
河南 ７３６ １９．２
陝西 ６１８ １８．７
青海 ７０２ １８．３
新彊 ９３２ １６．７
湖南 ７４７ １４．８
雲南 ５８４ １４．４
四川 ６４１ １３．９
安徽 ６６４ １１．５
黒竜江 １１６６ ８．６
甘粛 ５０６ ６．３
重慶 ６８４ ５．６
貴州 ３７２ ５．２
チベット ６４１ ４．６

（出所）図１に同じ
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よれば、２０００年段階で、８億人（総人口の６４％）の市場を持つ農村部で、１００万台以上の自動

車が農村で保有されているという２。２０００年の全国の自動車保有台数が１５６０万台なので、都市

部の保有台数は約１４００万台ということになる。即ち、自動車の約９割が都市部で所有されてい

ることになる。

広東、浙江のような豊かな省でも特に普及率が高いとは言えず、江蘇や福建では全国的にも

低い水準にとどまっている。普及率ではむしろ新彊ウイグル自治区、チベット自治区、青海省、

山西省、内モンゴル、寧夏回族自治区と言った所得水準が低く、生活環境が厳しく広大な地域

で若干高い。中国全体としてみると、購買力を持った庶民を中心とした本格的な自動車所有の

時代に入っているとは未だ言い難い。

ところで、自動車の全国的な普及が進まないのは、中国でモータリゼーションが始まってい

ないからだとは言えない。というのも、農村部を中心にして、自動車ではなくトラクター、オ

ートバイ、そして「農用自動車」３という簡易な３輪および４輪のオートモービルが相当程度普

及しているからである。

図２にあるように、オートバイの保有台数は、１９８０年代末には自動車より低かったが、１９９０

年代前半から急激に増加し、２０００年には約３８００万台まで上昇した。これは公式統計による数字

だが、実際に所有されているオートバイの数はこれをはるかに上回ると一般に認識されている４。

『中国統計年鑑』の消費サンプル調査の結果から推定すると、都市で２７００万台、農村部で４２００

万台に達すると見られる５。別の推定では、２０００年に５２００万台強だとされている６。いずれにし

ても、公式の保有台数（正規登録済み台数）よりもかなり多くのオートバイが使用されている

ようだ。

公式統計でのオートバイの地域別普及率を見ると（図４）、上海、北京では一人当たり所得

は高いが普及率は概して低い。これは環境規制や安全対策、美観保全のために主要都市部で厳

しい所有規制がとられているからだと考えられる。普及率が高いのは広東、江蘇、山東、福建、

浙江、河北、広西と言った沿海各省である。上海、北京を除くと、経済水準と普及率の間に相

関関係が成立していると考えてよさそうである。

農用自動車の保有台数については、『中国統計年鑑』や『中国汽車工業年鑑』等の統計資料

３ 農用自動車とは、汎用エンジンを使用するなど作りが簡単で低価格な農村専用の輸送用車両を指す。

主に農作業や輸送等に使用される。３輪が多いが４輪のものも２０％程度ある。交通規制により都市部

に乗り入れが禁じられている。実質的には自動車であるが、中国の統計では「自動車」とは別の扱い

をされている。
４ 農村部では公安での登録なしで使用されている場合が多いからである。『中国汽車工業統計年鑑』で

も、オートバイの統計数字については不十分であると注意書きがされている。
５ 大原盛樹「中国のオートバイ産業Ⅰ」（『日中経協ジャーナル』２００２年７月号）。
６ 沈・伊藤・李「中国のモータリゼーションとエネルギー消費の展望」（『IEEJ』２００２年２月号）。

６０



に現れてこないが、１９９８年で１５００万台、２０００年で１７００～１８００万台（農村部）と推定されている７。

農用自動車が都市部で所有されないことを考えれば、自動車に比べると高い普及を見せている

と考えてよいだろう。

以上のように、中国ではオートバイ、農用自動車と言った農村型の輸送用車両が、自動車に

先駆けて普及した。都市ではかつては貨物車両が中心だったが、乗用車が過半数を超え、それ

も個人所有によるものがますます増えつつある。今後は、都市近郊や農村部の交通インフラの

発達と経済水準の向上とともに、自動車が普及を始める段階が訪れるであろう。上海や沿海地

域の一部都市部の急速な発展と富裕化があると同時に、膨大な人口規模に上る低所得地域、農

村部は未だに一人当たり年間 GDPで数百ドルにとどまっているのも中国の現状である。ます

ます高級な車両が需要されるようになると同時に、オートバイや農用自動車のような簡易で安

価な輸送手段に対する需要も引き続き継続するだろう。最終的には自動車が主要な輸送手段と

して全国を覆うようになると思われるが、当分は市場の多様性と発展段階の多層性にあわせて、

多様な輸送車両が併存しながら需要は拡大していくだろう。

第２節 生産と企業

１． 生産動向

図５に見られるように、まず１９９０年代前半に、オートバイ生産が急拡大した。２００１年には年

産１２００万台を突破し、世界のオートバイの半分を中国が作るようになった。続いて農用自動車

が生産をのばし、１９９９年には３２０万台に達した。しかし、その後生産台数は若干下降している。

これらは農村部を中心にしたモータリゼーションを、地場の企業が安価に支えたことを意味し

ている。

自動車も１９９０年代に生産量を伸ばしている（図６）。１９９０年代前半にトラックが伸びたが、

１９９０年代半ばに停滞した。替わって軽商用車と乗用車が着実に生産台数を伸ばしている。１９９０

年代末からはトラックも上昇に転じた。これは一時期、安価な農用自動車に市場を奪われたが、

農村市場の高度化とともに、再度市場を奪い返した結果だと推測される。２００１年の車種別構成

は、３５％強がトラック、３０％が乗用車、２５％強が軽商用車となっている（表１）。

７ １９９８年については『中国農用機械工業年鑑』１９９９年版、２０００年については「汽車工業十五計画」（国

家経済貿易委員会）による。同計画によれば、２０００年の農村部では、農用自動車の他に、１０００万台以

上のトラクター、１００万台以上の自動車が保有されているという。なお沈・伊藤・李［２００２］は２０００

年の保有量を１９００万台としているが、数字の出所を明らかにしていない。
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自動車の車種は近年増加が著しい。例えば乗用車について２００２年をみても（表２）、主要各

社が複数の車種を出している。排気量も０．７リットルから３リットル（セダン）までバリエー

ションに富んでいる。これらに加えて２００２年からはワゴンタイプ（ホンダ・オデッセイ、GM・

セイル等）やエコノミーカー（VWのポロ、トヨタの VIOS）等、各社が続々と新機種を投入

図５ 中国の輸送車両の生産推移（単位：万台）

（出所）『中国汽車工業年鑑』各年版

図６ 自動車の種類別生産台数（単位：万台）

（注） トラックは軽トラックを除く、大型、中型、小型。バスも軽ワゴンを除く。軽トラック
と軽ワゴンは軽商用車として分類した。軽乗用車は乗用車に分類している。

（出所）『中国汽車工業年鑑』２００２年版

６２



している。主要各社とも中国市場開拓のために新規に開発した車種を投入する時代にすでに入

っている。

オートバイについては様相が異なる８。車種は登録されているものが２万種近くあるが（実

際に生産されているのは数百種）、似たり寄ったりの製品ばかりである。車種は多いが製品の

範囲が狭い。特にエンジンでみると、排気量では市場の半分が１２５cc、残り半分が１２５cc以下

で、大半が単気筒である。日本と台湾から（台湾も日本企業経由）オリジナル車種が十数種入

ってくると、それをコピーし、改造することで車種が増殖していく。エンジンについては、オ

リジナルは約１０種類程度であり、うちホンダが６、７種類を占める。特にホンダが３０年前に発

展途上国用に開発した CG１２５（単気筒、OHV）というエンジンは、壊れにくく補修が簡単と

いうことで中国中に普及し、実に市場の１／４がこのエンジンのコピーか、改造版だと言われ

ている。

このような半ば業界標準化した製品について、個々のエンジン構成部品にいたるまで部品が

存在し、既存の部品を買い集めて組み立てたり、部品企業にちょっとした改造を加えさせて新

製品を作るというのが、彼らの「開発」の実態であった。部品企業は中国に多数あり、組み立

てバイクメーカーになるのに技術的、資金的障壁はさほどない、というのが実態である。後述

するように、中国製バイクはベトナム等海外に大量に輸出されるようになったが、車種のレン

ジは非常に狭く、例えば東南アジア向けに輸出されるのも専らホンダ「ウェーブ」（スーパー

カブ系）のコピーあるいは改造バイクである。

ただ、近年、知的所有権面の厳格化と、中国国内市場の消費者の多様化により、各メーカー

とも製品の差別化を計ろうと躍起になってはいる。それでも市場にでまわる大部分は、依然と

８ オートバイ産業については、大原盛樹「中国のオートバイ産業 Ⅰ市場と生産」（『日中経協ジャーナ

ル』２００２年６月号）および「中国のオートバイ産業 Ⅱ製品開発、知財問題と政府の対応」（『日中経

協ジャーナル』２００２年７月号）を参照。

表１ 自動車の種類別構成（２００１年）

台数（万台） 比率（％）

総生産台数 ２３４．２ １００．０

トラック ８０．３ ３４．３

大型 １５．７ ６．７
中型 １５．２ ６．５
小型 ３６．３ １５．５

バス ３４．３ １４．６

軽商用車 ６２．３ ２６．６

乗用車 ７０．４ ３０．１

（出所）図６に同じ。
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表２ 中国の乗用車の主要車種（２００１年）

ブランド 型 式 エンジン（排気量）生産量（台） 技術供与元
乗用車
北京吉普汽車有限公司 チェロキー BJ２０２１ ４気筒２．５ ６１６ ダイムラー・クライスラー

BJ２０２１ ６気筒３．８ ３６０
BJ７２５０等 ４気筒（２ｘ４）２．５ ３４２５
BJ２０２１ ８気筒４．７ ２４６

天津汽車夏利股�有限公司 夏利 TJ７１００等 １．０ １２７８９ ダイハツ
（シャレード） TJ７１００U １．３ １５９０１

TJ７１３１U １．３ １１７３９
夏利２０００ １．３ １０５９０ トヨタ

第一汽車集団公司 紅旗 明仕 １．８ ９４７２ アウディの技術を基
１８ １．８ ３８１ に自主開発
吉星 １．８ ６６５
世紀星 １．８ ６２４９
その他 ２．０、４．６ ３２７

一汽―大衆汽車有限公司 アウディ A６ １．８ ２６６９ アウディ
１．８増圧 ８９６６
２．４ １２１４８
２．８ ７２３９

ジェッタ ジェッタ １．６ ２６２９１ フォルクスワーゲン
新ジェッタ １．６ ５２２０８
ジェッタ王 １．６ １４６２２
ジェッタAT １．６ ６２３８
宝来 １．８ ３５１２

上海大衆汽車有限公司 サンタナ サンタナ １．８ ９５４１４ フォルクスワーゲン
サンタナ２０００ １．８ ７０２７４
パサート １．８ ６４５９３

上海通用汽車有限公司 ビュイック Gシリーズ ３．０ ６２８３ GM
３．０ １２３５９

GL８ ３．０ ９９８３
セイル 賽欧 １．６ ２９９１８

上海奇瑞汽車有限公司 奇瑞 １．６ ３００７０ 台湾、フォード
（エンジン）

神竜汽車有限公司 富康 １．４ ３１０５９ シトロエン
１．６、１．６（AT） ７６５６

９８８ １．６、１．６（AT） １４１３５
サラピカソ １．６、２．０ ８３０

東風汽車公司 風神藍鳥 ブルーバード ２．０ １８５０１ 日産
広州本田汽車有限公司 アコード HG７２００ ２．０ １０３７９ ホンダ

HG７２３０ ２．３ ３５４６４
HG７３００ ３．０ ５２８８

一汽海南汽車有限公司 海南マツダ CA７１３０ １．３ ４３８６ マツダ
長安鈴木汽車有限公司 アルト ０．８ ３２３２８ スズキ

羚羊 １．０ １０７９５
西安泰川汽車有限責任公司 アルト ０．８ １００６ スズキ

フライヤー ０．８ ４３３９
江南汽車実業有限公司 アルト ０．８ ２５８
貴州雲雀汽車有限公司 雲雀 ０．７ １２５３ 富士重工

乗用車タイプ小型客車（小型客車として登録された乗用車）
南京南亜汽車有限公司 英格爾 １．５ ５４２５ フィアット
江蘇悦達起亜汽車有限公司 悦達 １．４ ７５７９ 起亜
吉利集団 吉利、豪情

吉利美日
１．０
１．３

１２２８４
８８８７

自主開発

哈爾浜哈飛汽車製造有限公司 百利 ０．８ ３００９ 大宇

（出所）図６に同じ。
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して従来と似たり寄ったりの車種である。

２． 企業

�１ 自動車メーカー

中国の自動車産業では多種多様なメーカーが国内の様々な市場に合わせて供給を行っている。

企業数は多く、自動車で約１２０社、オートバイで約１４０社が正規の企業として登録されている。

この他に２０４社の農用自動車メーカーと、５２５社の特装車メーカーが存在するが、本稿では扱わ

ない。

図７によれば、自動車メーカー数は１９８０年代に急増したが、１９９０年代には数の伸びは止まり、

むしろ減少傾向にある。これは同産業で政府の関与が厳しく、強い参入規制が働いていること、

そして市場競争の激化とともに、小規模で非効率な企業が立ちゆかなくなっていることが原因

だと考えられる。同時に、業界全体で従業者数は減少を続けており、１９９３年に６０万人以上であ

ったのが、２００１年までに１０万人も減少した。産業全体の効率化が進んでいる（表３）。

業界全体の生産台数（２３４万台）に比べ、企業数が多いのは、企業規模の小さい企業が多い

からである（表４）。年産５万台以上の企業が１５社あるのに対し、１万台未満の企業が約９０社

ある。年産１００台未満の企業も２０社以上存在する。今後、少数の大規模企業と小規模企業の差

が開き、大規模企業がますます発展していくものと考えられている。

所有制別では（表５）、企業数と売上で全体の４０％近く、従業員数で６０％近く、所有資産で

５０％近くが公有制企業（主に国有企業）である。自動車産業では外資企業が業界の主役となり

つつあり、従業員数でのシェアは１０％程度だが、売上額では３６％に達する。外資企業は１社あ

たりの売上額は国有企業の１．５倍以上、従業員一人当たりの売上額は５倍以上である。乗用車

生産については、軽自動車を除けば、基本的に外資企業がほとんどを担っている。

自動車の売上は表６のように高い成長を続けている。特にこの２年は年率２５％以上で拡大し

ている。売上高利益率は４％台であったが、２００１年に上昇した（表７）。外資企業の利益率は

１０％を超えている。

中国の自動車業界で最も重要なのは、中国第一汽車集団公司、上海汽車工業公司、東風汽車

公司である（表９）。第一汽車と東風汽車は、従来から中国を代表するトラック国産企業とし

て自動車行政の中核の位置を占めてきた。乗用車では第一汽車がフォルクスワーゲンと、東風

汽車がシトロエンとそれぞれ合弁メーカーを設立している。２００２年に入って第一汽車は天津汽

車集団を吸収し、天津汽車と合弁関係にあるトヨタの乗用車プロジェクトも傘下におさめるこ

とになった。さらに第一汽車はトヨタ自動車本体と包括提携関係に入るに至った。東風汽車は、

本体が日産自動車と提携関係に入ることを合意した。上海汽車は傘下にフォルクスワーゲン、

GM、ボルボとそれぞれ合弁製造会社を設立している。これら３社は自ら自動車を製造するメ

ーカーではあるが、乗用車生産については、むしろ多数の外資を操る投資会社と言った感があ
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る。乗用車の主要メーカーのシェアは図９のとおりである。

その他にも、乗用車、軽自動車、トラック、バス等の個別分野で、多数の企業が多数の外資

企業と提携、合弁しながら生産を行っている。

地理的には、上記の３大メーカーが本拠を置く、上海、吉林、湖北省に生産の集中度が高い

（表１０）。

図７ 自動車・オートバイの企業数推移（単位：社）

（注） 自動車は特装車を含まない（特装車は２００１年で５２５社）。
（出所）図６に同じ。

図８ 自動車部品メーカーの企業数（単位：社）

（注１）オートバイ用部品を含む（２００１年で主に自動車部品を作るものが１４４４社、主にオートバ
イ部品に従事するものが１１４社）。

（注２）関連産業とは、自動車用標準ベアリング、タイヤ、ゴム雑部品、自動車ガラス、摩擦材
料、標準部品、バッテリー、その他の標準性が高い部品。

（注３）車両用エンジンは、自社内製以外のものを作る専門エンジン工場。
（出所）図６に同じ。
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表３ 自動車産業の規模

１．自動車製造業 合計 うち外資

１９９３ １９９６ １９９９ ２０００ ２００１ １９９６ １９９９ ２０００ ２００１

企業数 社 １２４ １２２ １１８ １１８ １１６ １９ ２０ ２１

生産額（１９９０年価格） 億元 ７３８．４ １１７８．４ １７１４．８ ２１２７．８ ２６８７．５ ６４９．６ ７５１．５ ９７０．０

生産額（当年価格） 億元 ９７７．６ １１９７．６ １５９５．６ １９８５．８ ２５２４．４ ６０５．８ ６９８．１ ８６６．５

売上額 億元 ９６０．４ １１８１ １５８３．１ １９７１．８ ２４７６．５ ５９８．０ ６９８．４ ８４５．２

工業付加価値額 億元 ２０２．３ ２８２．７ ３４２．６ ４３９．４ ６００．７ １３５．７ １６６．１ ２３４．７

従業者数 万人 ６１．８ ６２．２ ５５．５ ６０．０ ５．４ ４．２

従業人員 万人 ５１．２ ５４．０ ５０．７ ５．１ ４．４ ４．６

うち技術者 万人 ５．８ ５．６ ５．１ ５．７ ４．９ ０．６ ０．４ ０．５

年末主要設備 万台 １４．３ １６．５ １７ １９．６ ２０．８ ２．４ ２．１ ２．４

うち輸入新設備 万台 ０．３４ ０．９８ １．３１ １．５ １．７ ０．５ ０．５ ０．５

投資額 万元 ７２．６ ８４．１ １１３．１ ８７．１ １２１．１ ６７．３ ３２．５ ４４．９

利潤総額 万元 ６４．５ ５０ ６５ ８９．４ １４９．３ ５３．６ ７０．３ １０３．１

２．オートバイ 合計 うち外資

１９９３ １９９６ １９９９ ２０００ ２００１ １９９９ ２０００ ２００１

企業数 社 ７５ １３０ １０７ １３８ １４８ １１ １３ １０

生産額（１９９０年価格） 億元 １４９．７ ４７６．８ ６６３．９ ６８９．７ ７２１．０ ５２．９ ７４．５ ５８．２

生産額（当年価格） 億元 １７６．２ ４６８ ５２６．１ ５４９．６ ５６１．６ ５１．０ ６７．４ ４３．９

売上額 億元 １５１ ４４４．２ ５２８．４ ５５２．４ ５４６．２ ４９．４ ６５．２ ４５．０

工業付加価値額 億元 ３７．７ ９９．７ １１２．７ １１２．４ ９５．９ １０．８ １４．５ ７．３

従業者数 万人 １４．４ １６．９ １９．６ １８．１ ０．８ ０．８

従業人員 万人 １７．８ １６．３ １３．４ ０．９ ０．８ ０．７

うち技術者 万人 １．２９ １．３６ １．７２ １．７ １．４ ０．１ ０．１ ０．１

年末主要設備 万台 ３．３ ４．４ ６．０９ ６．１ ５．７ ０．２ ０．４ ０．２

うち輸入新設備 万台 ０．０２６ ０．１５ ０．４４ ０．５ ０．４ ０．１ ０．０ ０．０

投資額 万元 １０．３ ２８．３ １０．９ １３．２ ８．６ ０．９ １．７ ０．４

利潤総額 万元 １５ １６ ４．２ ４．４ －１１．９ ０．３ １．２ －０．６

３．自動車部品 合計 うち外資

１９９３ １９９６ １９９９ ２０００ ２００１ １９９６ １９９９ ２０００ ２００１

企業数 社 １６５０ １５８９ １５４０ １４８０ １５５８ ６７ １１７ １２６ １６８

生産額（１９９０年価格） 億元 ２６０．６ ４０８．４ ６６０．４ ６８８．６ ９６０．６ ５２．９ １５４．９ １６７．５ ３１１．２

生産額（当年価格） 億元 ２９６．４ ４２５．２ ６０８．６ ６１５．６ ８５９．１ ５５．９ １４１．５ １４８．９ ２７２．３

売上額 億元 ２５７．４ ４１１ ５９８．４ ５９６．９ ８３９．０ ５５．６ １３９．４ １４７．４ ２６６．８

工業付加価値額 億元 ８５．６ １３１ ２０６．７ ２１６．９ ２５７．８ １８．６ ５５．３ ５６．５ ８９．２

従業者数 万人 ７１．４ ７５．９ ７３ ６５．６ ３．６ ５．８ ５．０

従業人員 万人 ６５ ５７．３ ６０．０ ５．５ ４．８ ６．７

うち技術者 万人 ５．１４ ６．２ ６．４ ６．０ ６．４ ０．３ ０．６ ０．６ ０．９

年末主要設備 万台 ２０．６ ２４ ２７．４ ２５．０ ２８．１ １．４ ２．７ ２．２ ３．５

うち輸入新設備 万台 ０．２ ０．７ １．５５ １．３ １．６ ０．１ ０．５ ０．４ ０．６

投資額 万元 ４５．６ ５９．５ ４４ ５９．１ ４８．１ １２．３ ８．９ １７．２ １１．１

利潤総額 万元 １９．４ １２．９ ３３．６ ３９．７ ６２．９ ４．５ １６．７ ２１．１ ３６．２

（注１）自動車は特装車を含まない。
（注２）自動車部品は関連産業と外販用エンジンの企業を含まない。
（注３）外資企業は香港、台湾企業を含まない。
（注４）従業者数は１９９９年と２０００年について二つの異なる概念が示されている。詳細は不明。２００１年から一つになった。
（出所）図５に同じ。
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�２ オートバイメーカー

自動車と反対にオートバイ産業では、メーカー数が徐々に増加している（図７）。１９８０年代

末と１９９０年代末に急増と落ち込みを見せているが、景気に敏感で、参入退出が活発な様が見て

取れる。これはオートバイ製造技術が元来、小規模企業でも十分可能であること、後述するよ

うに部品産業が発達していて、完成品組立産業への参入が極めて容易であること、１９９０年代に

急激に市場が拡大したこと、自動車と異なり政府の規制が緩いこと等が考えられる。

オートバイ業界は１９９０年代前半に年率約５０％の割合で売上が急拡大したが、１９９０年代後半か

ら伸び率は緩やかになっている（表６）。一時期の急激な普及の拡大期はすでに終わったよう

である。２００１年には業界全体で利潤額がマイナスになってしまった（表７）。

産業の従事者数は１９９９年まで上昇を続けたが、２０００年から急速に減少を続けている（表３）。

今後は量的な拡大から一層の効率化を目指す段階に入っていると考えられる。

所有別に見ると、非公有制企業が企業数と売上で全体の半数以上を占めている（表５）。自

動車と異なり、地場の民間企業が強い産業である。外資企業はその数に比べて売上は多くない。

１社あたりの売上は公有制企業とほぼ同じである。売上高利益率も低く、２００１年は外資全体で

赤字である。外資といえども、優位が発揮できるビジネス環境にないようである。

地域分布を見ると（表１０）、売上全体の３０％を重慶が占めている。重慶は後述するように、

ベトナム等東南アジアへのオートバイの輸出基地にもなっている。重慶と広東、および江蘇・

浙江地域は、中国の３大オートバイ集積地域である。自動車完成車の分布とは少し異なってい

る。

�３ 部品メーカー

『中国汽車工業年鑑』で自動車・オートバイ部品メーカーとして統計が集計されている企業

表４ 自動車メーカーの生産規模別分布（２００１年）

年間生産規模 企業数

５万台以上 １５
２～５万台 ６
１～２万台 ６
５千～１万台 １５
２千～５千台 １１
１千～２千台 １０
５００～１千台 １３
１００～５００台 １８
１００台以下 ２２

合計 １１６

（出所）図６に同じ。
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表５ 自動車、オートバイ、部品企業の種類別企業規模（２００１年）

自動車企業
単位 公有制企業 会社法企業 外資企業 計

企業数 社 ４４ ４６ ２６ １１６
（シェア） ％ ３７．９ ３９．７ ２２．４ １００．０
従業員数 万人 ２９．１７ １６．２ ５．３ ５０．６７
（シェア） ％ ５７．６ ３２．０ １０．５ １００．０
売上 億元 ９６０．２ ６２０．１ ８９６．２ ２４７６．５
（シェア） ％ ３８．８ ２５．０ ３６．２ １００．０
純固定資産 億元 ４３５．６ ２４１．５ ２４４ ９２１．１
（シェア） ％ ４７．３ ２６．２ ２６．５ １００．０
１社当たり規模
・従業員数 人 ６６３０ ３５２２ ２０３８ ４３６８
・売上 億元 ２１．８ １３．５ ３４．５ ２１．３
・純固定資産 億元 ９．９ ５．３ ９．４ ７．９
１人当たり規模
・売上 万元 ３２．９ ３８．３ １６９．１ ４８．９
・純固定資産 万元 １４．９ １４．９ ４６．０ １８．２

オートバイ企業
単位 公有制企業 非公有制企業 外資企業 合 計

企業数 社 ４８ ８１ １７ １４６
（シェア） ％ ３２．９ ５５．５ １１．６ １００．０
従業員数 万人 ６．８ ６．８２ ０．９４ １４．５６
（シェア） ％ ４６．７ ４６．８ ６．５ １００．０
売上 億元 １４７．９ ３３８．２ ５５．９ ５４２
（シェア） ％ ２７．３ ６２．４ １０．３ １００．０
純固定資産 億元 ７５．６４ ７１．４ ２２．１ １６９．１４
（シェア） ％ ４４．７ ４２．２ １３．１ １００．０
１社当たり規模
・従業員数 人 １４１７ ８４２ ５５３ ９９７
・売上 億元 ３．１ ４．２ ３．３ ３．７
・純固定資産 億元 １．６ ０．９ １．３ １．２
１人当たり規模
・売上 万元 ２１．８ ４９．６ ５９．５ ３７．２
・純固定資産 万元 １１．１ １０．５ ２３．５ １１．６

部品企業
単位 公有制企業 非公有制企業 外資企業 合 計

企業数 社 ７６２ ５６２ ２３３ １５５７
（シェア） ％ ４８．９ ３６．１ １５．０ １００．０
従業員数 万人 ２４．５６ ２６．５８ ８．８８ ６０．０２
（シェア） ％ ４０．９ ４４．３ １４．８ １００．０
売上 億元 １９４．５ ３１３．６ ３３０．６ ８３８．７
（シェア） ％ ２３．２ ３７．４ ３９．４ １００．０
純固定資産 億元 １３１．３ １７５ １４２．５ ４４８．８
（シェア） ％ ２９．３ ３９．０ ３１．８ １００．０
１社当たり規模
・従業員数 人 ３２２ ４７３ ３８１ ３８５
・売上 億元 ０．３ ０．６ １．４ ０．５
・純固定資産 億元 ０．２ ０．３ ０．６ ０．３
１人当たり規模
・売上 万元 ７．９ １１．８ ３７．２ １４．０
・純固定資産 万元 ５．３ ６．６ １６．０ ７．５

（注） 公有制企業は国有企業、集団所有制企業、株式合作制企業、聨営企業。
非公有制企業は、外資企業を除く、有限責任公司、股�有限公司、私営企業。
外資企業は、香港、台湾との合弁企業を含む。

（出所）図６に同じ。
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は２００１年末で１５５８社ある（うち主に自動車部品を生産するのが９３％、オートバイ部品を主とす

るのが７％）。さらに外販するための車両用エンジンを生産する専門メーカー５４社、自動車関

連産業（自動車用標準ベアリング、タイヤ、ゴム部品、自動車ガラス、摩擦材料、標準部品、

バッテリー、その他の標準性が高い部品）２１５社の統計が記載されている。無論、この統計に

含まれない部品メーカーや関連企業が多数あることが予想できるが９、本節では、上記の１５５８

社を自動車部品メーカーと見なし、その規模や特徴を見ていこう。

企業数は、自動車やオートバイと異なり、１９９０年代に明確に減少している（図８）。１９９０年

９ 例えば筆者のオートバイ産業での調査では、完成品の上位メーカーでは１社あたり３００～５００のサプラ

イヤーを使用している。さらにその下には２次、３次下請けの連鎖が広がっており、自動車、オート

バイ部品に関わる企業数は膨大な数に達すると予想できる。

表６ 売上の年平均成長率（％）

全企業 １９９３－９６年 ９６年－９９年 ９９年－０１年
自動車 １６．９ １３．３ ２５．２
オートバイ ４７．１ １１．７ ４．２
自動車部品 １６．２ １７．４ ２０．６

外資企業 １９９３－９６年 ９６年－９９年 ９９年－０１年
自動車 ２２．２
オートバイ ４．９
自動車部品 ４３．１ ４１．７

（出所）『中国汽車工業年鑑』１９９４，１９９７，２００１年版

表７ 売上高利益率（％）

全企業 １９９３ １９９６ １９９９ ２０００ ２００１
自動車 ６．７ ４．２ ４．１ ４．５ ６．０
オートバイ ９．９ ３．６ ０．８ ０．８ －２．２
自動車部品 ７．５ ３．１ ５．６ ６．７ ７．５

外資企業 １９９３ １９９６ １９９９ ２０００ ２００１
自動車 ９．０ １０．１ １２．２
オートバイ ０．７ １．９ －１．０
自動車部品 １２．０ １４．３ １３．６０

（注） 利益は税引き前利益。
（出所）表６に同じ。

表８ 売上／投資比率（％）

全企業 １９９３ １９９６ １９９９ ２０００ ２００１
自動車 ７．６ ７．１ ７．１ ４．４ ４．９
オートバイ ６．８ ６．４ ２．１ ２．４ １．６
自動車部品 １７．７ １４．５ ７．４ ９．９ ５．７

外資企業 １９９３ １９９６ １９９９ ２０００ ２００１
自動車 １１．３ ４．７ ５．３
オートバイ １．８ ２．５ ０．８
自動車部品 ６．４ １１．７ ４．２

（注） 当年の売上を分母に、その年に行った投資額を分子にした比率。
（出所）表６に同じ。
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に約１９００社あったが、２００１年までに１８％減少し、１５５８社となった。外販エンジンメーカーもや

や減少し、関連産業企業はほぼ半分まで減っている。この間、非効率な企業の撤退が進んだも

のと考えられる。従業員数も、自動車と同様、減少している。

一方で、売上は順調に伸びており、１９９０年代には自動車産業の売上成長率と同じか、時にそ

れより高い伸びを示している（表６）。売上高利益率はおおむね自動車企業よりも高く、近年

ますます上昇している（表７）。

所有制別では（表５）、企業数で公有制企業が多いが、売上では外資企業が多く、非公有制

表９ 自動車産業の上位メーカー（２００１年）

企 業 名
売上収入
（億元）

自動車生産
台数（万台）

従業員数
（万人）

主な生産品目 備 考

東風汽車公司 ４０１．１ ２６．３ １０．３ 中型トラック 日産と合弁契約。子会社にプ
ジョー（乗用車）、ホンダ
（エンジン）、日産ディーゼル、
現代自動車等と合弁企業。

中国第一汽車集団公司 ３６６．４ ２５．７ １１．２ 中型トラック 子会社にフォルクスワーゲン、
スズキ、マツダ等と合弁企業。
天津汽車工業集団（トヨタと
合弁事業多数）も傘下に吸収。

上海大衆汽車有限公司 ３１７．４ ２３．０ 乗用車 上海汽車工業集団とフォルク
スワーゲンとの合弁

一汽－大衆汽車有限公司 ２１７．９ １３．４ 乗用車 フォルクスワーゲンとの合弁。
中国第一汽車集団の子会社。

広州本田汽車有限公司 １２１．７ ５．１ ０．２４ 広州汽車集団との合弁事業。

上海通用汽車有限公司 １１２．３ ５．９ 乗用車 上海汽車工業集団とGMと
の合弁事業。

長安汽車（集団）有限責任公司 １０２．８ ２０．９ 軽乗用車、軽ワゴン スズキとの合弁企業（乗用車）
含む。

金杯汽車股�有限公司 ７５．１ ７．４ 小型トラック、バス GM、トヨタから技術供与。

江鈴汽車集団公司 ４５．９ ３．７ １．５９ 軽トラック いすゞとの合弁事業を含む。

慶鈴汽車（集団）有限公司 ３９．７ ２．８ 小型トラック いすゞから技術供与。

躍進汽車集団公司 ３９．４ ５．７ １．８８ 小型トラック IVECO（GM-Fiat）との合弁
企業含む

東南（福建）汽車工業有限公司 ３７．６ ３．１ ０．１２ ワゴン乗用車 台湾中華汽車（三菱系）との
合弁事業。

哈爾浜哈飛汽車製造有限公司 ３６．６ １３．９ 軽ワゴン

天津汽車夏利股�有限公司 ３５．８ ５．１ 乗用車 天津汽車工業集団の子会社。
ダイハツから技術供与。

昌河飛機工業（集団）有限公司 ３４．４ １２．１ 軽ワゴン スズキとの合弁企業（軽自動
車）含む。

柳州五菱汽車有限責任公司 ３３．５ １２．０ 軽ワゴン

（出所）『中国汽車工業年鑑』、『中国企業発展報告』
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(

企業が続いている。業界平均では、１社あたりの従業員数が３８５人、売上は５０００億元と規模は

比較的小さい。むしろ外資企業のほうが１社あたり固定資産額は大きく、従業員数も公有制企

業よりも多いほどである。外資企業の売上の伸びは１９９６年から平均年率４０％以上の成長を続け

ており、質の高い外国技術の部品の国産化が強く求められていることを示唆している。自動車

部品の世界でも、外資が中心的な存在になりつつある。

主な自動車部品について生産している企業数と生産量（個数）および外資の比率は表１１のと

おりである。一般的な部品は中国国内で多数の企業が生産している。ABSシステムのような

新技術製品や、電装関連で外資の比率が高いようである。

地理的な分布では（表１０）、売上高は上海に最も集中している（全体の１／４）。周辺の江蘇、

浙江をあわせると４０％以上になる。上海にはフォルクスワーゲンの部品国産化プロジェクトに

より外資系部品メーカーが大量に上海に設立されているが、それらが中国の自動車部品を供給

しているものと思われる。一方、第一汽車のある吉林と東風汽車のある湖北はそれほど高い売

上を上げていない。むしろ華北や華南、西南地域で自動車よりも部品のシェアが高くなってお

り、全国的に部品産業があまねく存在していることを示している。

３． 輸出入と国際競争力

�１ 自動車

中国では自動車（完成品）は総じて国際競争力のない産業だと考えられる。輸出入を見ると

（図１０、図１１）、輸入が輸出を大幅に上回っている。輸入のほとんどは乗用車である。自動車の

輸入は１９９０年代半ばに一時減少したが、WTO加盟に前後して急速に増加した。乗用車の台数

ベースの輸入を見ると（図１０）、１９９０年代半ばに１４万台あった輸入が１９９０年代末には３万台弱

に急速に落ち込んだ。これは国産化政策により輸入が制限されたことによると思われるが、こ

図９ 乗用車メーカーの生産台数（単位：万台）
（総生産台数７０．４万台、２００１年）

（出所）図６に同じ。
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の時期に密輸が盛んになって統計に現れなくなったという要因も考えられる。２０００年から上昇

に転じたが、２００１年に入っても依然として６万台で、１９９５年の半分以下にとどまる。一方、金

額ベースでは２００１年に１９９５年の輸入額を超えたが、これは輸入自動車の単価が上がったことに

よる（図１１）。１９９０年代半ばの輸入元の中心は日本からであったが、２００１年になるとドイツか

らの輸入が最も多い（ドイツ３９％、日本３７％）。輸入自動車の主役が、単価の高いドイツ製の

高級車になっていることを示している。中国の自動車輸出は、トラクターやトラックが中心で、

ほとんどが第三世界向けである（トラクターは２００２年に２割が米国向け）。

�２ オートバイ

一方、オートバイについては、輸入はほとんどなく、近年、輸出が急激に増加している（図

１２）。２０００年から主にベトナム、インドネシアの２カ国への輸出が急増し、両国における日本

表１０ 自動車関連産業の集積地（単位：社、億元）

自動車 オートバイ 自動車部品

企業
数

売上
企業
数

売上
企業
数

売上

億元 シェア
（％） 億元 シェア

（％） 億元 シェア
（％）

全国 １１６２４７６．５ １００．０ 全国 １４８ ５４６．２ １００．０ 全国 １６１２ ９３７．３ １００．０

華北６省 ２６ １５１．７ ６．１ 華北６省 １５ ７１．４ １３．１ 華北６省 ２６７ １１１．９ １１．９

東北３省 １１ ６９８．２ ２８．２ うち山東 ７ ６０．２ １１．０ うち山東 ７２ ３８．５ ４．１

うち吉林 ３ ５７０．０ ２３．０ 東北３省 ３ ２９．３ ５．４ 東北３省 ２６９ １５４．７ １６．５

うち遼寧 ６ ８７．１ ３．５ うち吉林 １ ２８．６ ５．２ うち遼寧 ９４ ８０．６ ８．６

上海周辺３省 １５ ５４１．８ ２１．９ 上海周辺３省 ４４ １１４．６ ２１．０ うち黒竜江省 ７３ ３７．２ ４．０

うち上海 ３ ４３２．７ １７．５ うち江蘇 ２４ ６９．９ １２．８ 上海周辺３省 ３２７ ３８１．６ ４０．７

うち江蘇 ７ ８８．６ ３．６ うち浙江 １８ ４２．８ ７．８ うち上海 ８８ ２２８．４ ２４．４

中部５省 ３０ ６５８．０ ２６．６ 中部５省 １９ ３９．６ ７．３ うち江蘇 １０９ ８０．４ ８．６

うち湖北 ９ ４５６．３ １８．４ うち河南 ４ １６．２ ３．０ うち浙江 １３０ ７２．８ ７．８

うち江西 ４ ８２．１ ３．３ 華南４省 ４５ １１７．４ ２１．５ 中部５省 ３１３ １２０．２ １２．８

華南４省 １１ １９６．３ ７．９ うち広東 ３５ ９２．３ １６．９ うち湖北 １１８ ５２．１ ５．６

うち広東 ４ １０８．０ ４．４ うち海南 ３ １６．３ ３．０ 華南４省 １６２ ７５．２ ８．０

西南５省 １８ ２０７．６ ８．４ 西南５省 １６ １６８．２ ３０．８ 西南５省 ２１７ ８３．８ ８．９

うち重慶 ６ １５０．３ ６．１ うち重慶 １４ １６２．９ ２９．８ うち重慶 ７８ ３６．０ ３．８

西北５省 ５ ２２．８ ０．９ 西北５省 ６ ５．８ １．１ 西北５省 ５７ ９．９ １．１

（注１）華北６省：北京市、天津市、山東省、河北省、山西省、内モンゴル自治区、東北３省：遼寧省、吉林省、黒
竜江省、上海周辺３省：上海市、江蘇省、浙江省、中部５省：河南省、湖北省、湖南省、安徽省、江西省、
華南４省：広東省、福建省、広西チワン族自治区、海南省、西南５省：四川省、重慶市、雲南省、貴州省、
チベット自治区、西北５省：陝西省、甘粛省、寧夏回族自治区、青海省、新彊ウイグル自治区

（注２）自動車部品は、オートバイ部品、外販用エンジンを含む。関連産業は含まない。
（出所）図６に同じ。
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表１１ 主要部品サプライヤーの企業数と生産量、および外資の比率

主要部品 主要企業数 生産量
うち外資 うち外資 外資シェア

社 社 万件 万件 （％）
シリンダー １２ ２ ２２．８ １４．５ ６３．６
シリンダヘッド １６ ３ ６３．０ ２０．２ ３２．１
シリンダスリーブ ２５ ０ １５１．３ ０．０ ０．０
シリンダガスケット １３ ４ １１１５．０ ２４５．０ ２２．０
クランクシャフト ２５ ３ １３８．５ １８．０ １３．０
カムシャフト １１ ３ １３０．２ １２．８ ９．８
コンロッド ２２ ２ ６４２．７ ６２．５ ９．７
ピストン ３０ ３ ２０３５．０ ３０２．０ １４．８
ピストンリング ２１ ３ ２３１６３．０ ９５６９．０ ４１．３
ブッシュ、スラストワッシャー １７ ２ ４２７９．０ ８１６．０ １９．１
バルブ １６ １ ４１５０．０ １．０ ０．０
ターボチャージャー ７ １ ３０．６ ２０．４ ６６．７
オイルポンプ １９ １ １６６．４ ０．６ ０．４
オイルフィルタ １５ ３ １４４１．５ １３１．０ ９．１
燃料ポンプ １１ １ ５３．６ ５．３ ９．９
燃料フィルタ ８ ０ ５０７．２ ０．０ ０．０
キャブレター １４ ５ １１８．５ ６４．１ ５４．１
高圧オイルポンプ ７ ２ ３５０．３ ２３．０ ６．６
燃料噴射ノズル ７ ３ ６６２．４ ２５６．３ ３８．７
高圧オイルパイプ ４ ０ ４１．３ ０．０ ０．０
マフラー・ユニット ２８ ３ １５６．７ ３３．５ ２１．４
ウオーターポンプ ２１ ２ ５４３．８ ３１８．１ ５８．５
ラジエータ ２７ ３ ３１８．３ ５６．６ １７．８
ファン ８ ２ ４７２．３ ３８８．４ ８２．２
クラッチ １０ ０ ２０９．５ ０．０ ０．０
クラッチディスクユニット １７ １ ２５８．５ ０．４ ０．２
クラッチカバー ２２ ４ １７３．９ ８０．２ ４６．１
変速機 ３６ ２ １３０．８ ３．６ ２．８
ドライブシャフト ３１ ４ ４２０．８ １２３．３ ２９．３
ユニバーサルジョイント １５ ２ ２７１９．３ ５５．３ ２．０
ステアリングユニット ２３ ３ ２０７．１ ４３．７ ２１．１
パワーステアリング １４ １ １３４．８ ２３．０ １７．１
ステアリングナックル １７ ０ １２６．３ ０．０ ０．０
タイロッドエンド、ボールジョイント １３ ２ ３５１．２ １６９．８ ４８．３
ステアリングドラッグリンク、タイロッド １８ ２ １９４．４ １２１．６ ６２．６
油圧ブレーキマスターシリンダ ２５ ５ ５０１．３ ５６．１ １１．２
油圧ブレーキホイールシリンダ １６ ４ ２２３．５ １７１．１ ７６．６
ドラムブレーキユニット ２５ １ ５３０．２ ８．０ １．５
ディスクブレーキユニット ８ １ ７４．３ ２．０ ２．７
ブレーキドラム ２６ ２ ２９８．３ ４３．０ １４．４
ブレーキディスク ４ ２ ５６８．２ ３６４．４ ６４．１
ブレーキライニング、パッド １０ １ ８０２．５ ３８３．８ ４７．８
ABSシステム １ １ ２６．０ ２６．０ １００．０
フロントアクスル ３５ ２ ８４．１ ０．９ １．１
リアアクスル ４４ ４ １６９．０ ５５．５ ３２．８
ショックアブソーバ ２９ ６ ６６９．２ １５１．４ ２２．６
タイヤ １８ ７ ２３６８．０ １０３７．０ ４３．８
アルミホイール １３ ６ ９７０．６ ５８５．３ ６０．３
クラッチシリンダー １０ １ ７５．１ ２０．０ ２６．６
オルタネータ ３５ ９ ３２４．９ ９９．０ ３０．５
スタータ ３１ ８ ４４０．９ ９８．６ ２２．４
小型モーター ２１ ５ １９９．９ ９９．０ ４９．５
ディストリビュータ １７ １ １４２．３ ０．４ ０．３
イグニションコイル １６ ２ ２２４．４ ２５．４ １１．３
スパークプラグ ５ １ ５３０３．０ ２６７０．０ ５０．３
クラクション １１ ２ ６３１．０ ２４７．０ ３９．１
ライト ３１ ７ ２３３０．０ ９２７．９ ３９．８
電球 ３ ２ ５１６４．０ ４８３６．０ ９３．６
インパネモジュール ２５ ８ １２４．５ ４８．１ ３８．６
オーディオ設備 ９ ５ ２８５．２ ２６７．８ ９３．９
リレー １４ １ １２２９．０ １４８．０ １２．０
ワイパーユニット ２０ ５ ２７２．４ ７９．３ ２９．１
電動ガラス昇降器 ９ ４ １４８．６ １１３．９ ７６．６
各種ロック １９ ５ ６８７．９ ８６．０ １２．５
エアコンユニット １４ ６ ６７．０ ５２．３ ７８．１
エアコンコンプレッサ ８ ３ １２９．６ １０１．２ ７８．１
凝縮機 ９ ４ ４５．７ １７．４ ３８．１
蒸発機 ６ ３ ２４．８ １５．１ ６０．９
シートユニット ２５ ７ １９９．１ ３５．６ １７．９
バンパー １９ ４ ２５３．４ ７３．８ ２９．１
自動車用バネ ２３ ８ １４３８３．０ ７３１２．０ ５０．８

（注） 各部品に関する主要部品メーカーについての統計であって、全てではない。
（出所）図６に同じ。
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企業のシェアを奪った。これは主にホンダが東南アジア市場向けに開発したウェーブ（ベース

はスーパーカブ）という車種の模造品を、オリジナルの１／３以下という低価格で市場に流し

た結果である。これは中国の知的所有権侵害の深刻さとその国際的波及という問題を提起した

が、一方、中国と所得水準が近い海外市場における中国製品の強い価格競争力を如実に示す事

例だとも言える。ベトナムでは１９９８年まで約４０万台の市場だと言われ、ホンダの製品が大半の

シェアを占めていたが、２０００年になって大量の中国製バイクが流れ込み、市場は１６０万台まで

急拡大した。これはそれまでバイクが買えなかったベトナムの庶民層の市場を中国企業が開拓

したことを意味する。

日本企業はこれにショックを受け、近年、急速に中国戦略を転換している。以前は、世界共

通の品質、性能の基準を満たすことを前提に、設計や規格のハードルを高く設定していた。ま

図１０ 中国の乗用車輸出入（台数ベース、単位：万台）

（出所）図６に同じ。

図１１ 中国の自動車（完成品）輸出入（金額ベース、単位：億ドル）

（出所）図６に同じ。
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た日本から一緒に来た日系部品企業から優先して購入し、そのため製品価格は高かった。一方、

模造部品を組み合わせて大量にできた中国の地場メーカーのバイクは価格が安く、特に郊外部

や農村市場が主戦場となったために、彼らにコストで太刀打ちすることができなかった。そこ

で、市場にあった「適度な」規格、設計を達成することに目標を変え、安価な中国の地場サプ

ライヤーからの購入を大量に増やした。一方、日系部品企業には日系メーカーの新規車種の開

発に参加させてもらえないという企業さえ続出している。

同時に、中国をバイクの部品や完成品の海外への輸出基地にしようともしている。従来はタ

イならタイ、中国は中国で、現地で売る部品は現地で作る、必要があれば日本から輸出すると

いう姿勢だったが、よりグローバルな供給体制を構築し、最適な国から最適な部品を供給し合

う態勢に変わろうとしている。日本各社は、すでに中国に完成品や部品の開発拠点や海外への

部品供給拠点を設立している。さらに本田技研工業は、中国製の格安スクータを日本に輸出す

るようにもなった。

以上のように、オートバイについては、中国はすでに輸入代替の段階から、国際的な競争力

を持った輸出拡大の時期に入っている。ただし、上述したように、それは安価な１２５cc以下の

図１２ 中国のオートバイ輸出入（台数ベース、単位：万台）

（出所）図６に同じ。

図１３ 中国の自動車部品輸出入（金額ベース、単位：億ドル）

（出所）図６に同じ。
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小型ビジネスバイクについての話であり、大型バイクや高性能バイク、ファッション性、新規

性の高いバイクについては、中国は今のところそれを自ら開発して供給する体制にない。

�３ 自動車部品

部品については、やはり輸入が輸出を遙かに上回っている（図１３）。２００１年には輸入は２５億

ドルを超え、輸出の２倍に上った。輸入は主にドイツ（４５％）と日本（３０％）からである。こ

れには外資系企業が現地生産するために使用する部品輸入が相当含まれていると推測できる。

表１２ 中国の主要自動車部品輸出企業

資本国籍 部 品 万ドル 主要輸出先

北京首創輪胎有限責任公司 タイヤ ５６２ 米国等

天津津住汽車線束有限公司 日本 ハーネス １７７３ 日本

天津豊田汽車発動機有限公司 日本 エンジン部品 １０７４ 日本

河北鯨魚集団有限公司 タイヤ １１１５ 東南アジア

一汽ー大衆汽車有限公司 ドイツ エンジン部品 １７８０ ハンガリー

中国第一汽車集団有限公司 ４４３５ 日本、マレーシア等

西門子威迪欧汽車電子（長春）有限公司 ドイツ 電気制御ユニット １０５０ ドイツ、ロシア

上海金合利 lv 輪殻製造有限公司 台湾 アルミホイール １７９７ 米国、日本等

連合汽車電子有限公司 ドイツ 燃料噴射器 １１６４ ドイツ

上海延鋒江森座椅有限公司 米国 シート ３２０７ 欧米日

昆山六豊機械工業有限公司 台湾、日本 アルミホイール ６１２８ 米国、日本

江蘇黄海汽配股�有限公司 タイヤナット等 ５３０ 米国、マレーシア等

躍進汽車集団公司 １３７２ イタリア

南京華徳火花塞有限公司 ドイツ スパークプラグ ７７４ ドイツ、米国等

万向銭潮股�有限公司 ユニバーサルジョイント等 ４１６７ 米国等

浙江万豊奥徳集団 アルミホイール ２７４１ 米国等

安徽寧国中鼎密封件有限公司 ジャック等 ８３０ 米国、南米等

福建源光組合電線有限公司 日産電線 １８７０ 日本

廈門正橡交工業有限公司 台湾、日本 タイヤ １１１６

山東隆基集団有限公司 ブレーキ盤等 １９６０ 米国

東風汽車公司 １１３８ 日本、米国等

湘火炬投資股�有限公司 スパークプラグ １８９５ 米国等

広州珠江輪胎有限公司 タイヤ １１４８ 米国、南アジア等

広州市華南橡交輪胎有限公司 タイヤ ４１３６ アフリカ、米国等

桂林南方橡交国際有限公司 タイヤ ６１３ 米国、南アジア等

陝西法士特歯輪有限責任公司 ギア等 ５０１ 米国等

（注） ２００１年の輸出額５００万ドル以上の企業のみ。資本国籍は、合弁企業の場合の相手国企業の国籍。
（出所）図６に同じ。
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自動車部品では、自動車と違って輸出も１９９０年代末から伸びている。輸出先は米国（４２％）

と日本（２１％）である。部品の内容を推定するのは難しい。２００１年の主な輸出企業（輸出額５００

万ドル以上）２５社と製品のリストを見ると（表１２）、２５社合計で約４億９０００万ドルに達し、税

関統計による自動車部品の輸出額１３．５億ドルの１／３以上を占めている。外資系企業が多く、

フォルクスワーゲンや日系企業は海外の自社系列工場への部品供給基地として使っているよう

である。またタイヤ、アルミホイール、スパークプラグのような標準化された部品が多く、ま

たハーネス等の生産工程が労働集約的な部品で中国が優位を持っているようである。

第３節 部品、金型の調達

本節は、中国の主要な乗用車とオートバイの完成車メーカーおよび部品サプライヤーの、部

品と金型調達の事例を紹介する。特に現地化、国際調達化が急務の課題となっている外資系メ

ーカーの部品と金型の調達に重点を置いて考察しよう１０。

１． オートバイ

�１ 現地化戦略の転換

オートバイについて、日本の A社、A社の中国での子会社 B社、そして B社に部品を供給

する中国の部品サプライヤーの例を紹介しよう。

A社は世界のオートバイ産業をリードする企業で、中国では１９９２年から広州、天津、重慶

の３カ所で合弁企業を設立し、現地生産を始めている。進出当初こそ好調だったが、１９９０年代

後半から本格化した大都市部での厳しいナンバープレート規制により、それまで主要なターゲ

ットとしていた富裕者層の需要が急減してしまった。一方、上述のように１９９０年代に急増した

農村部を中心とする市場は地場メーカーの模造バイクに席巻された。さらに２０００年になるとベ

トナムやインドネシア市場でもそれら地場メーカーの輸出品にシェアを奪われるに至った。

A社を始めとする日本企業が、従来、海外進出に際してとってきた部品供給体制は、主要

市場、地域ごとにクローズドなものであった。即ち、従来は部品、金型とも、「その市場で売

るものはその市場で作る、部品はその市場で調達する」というのが基本的な姿勢であった。さ

らに現地で調達できそうもない重要部品については、A社が日本から関連会社をまとめて引

き連れていき、基本的に彼らから調達した。他の地域でも共用できる部品も多かったが、それ

も地域ごとに現地調達ができる体制であった。

しかし、安価な模造バイクが横行する中国で従来のやり方は行き詰まった。中国に進出した

１０ 本節での事例は、筆者による企業でのヒアリングに基づく。
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日系サプライヤーとスクラムを組みながら、日本からそのまま持ち込んだ日本的な価値規準と

製造方法で開発、製造していては、大きく開きすぎた模造バイクとの価格差、コスト差を劇的

に縮めることは不可能に見えた。そこで A社は、新規に地場の私営メーカーと合弁企業（B

社）を設立し、２０００年頃から中国市場に合った低価格車の開発を行うようになった。

中国戦略車の開発にあたっての新しい考え方は、価格をできる限り低く設定するために、

「中国のユーザーの目線でわりきって開発」することだったという。品質の標準は落とさない

ようにしながらも、ターゲットとするユーザーにとって「過剰な設計をいかにそぎ落とすか」

を追求した。

そのためには従来のように製品を日本で設計し、日本からの輸入部品や日系サプライヤーの

部品に専ら頼っていたのでは追いつかない。品質とコストが高い部品（日系企業の部品）と品

質とコストが低い部品（地場企業の部品）を比べた場合、前者のコストを下げるよりも、後者

の品質を上げる方が手っ取り早いと考えるに至ったという。そこで中国の力のある地場サプラ

イヤーを育成しながら極力活用し、日系サプライヤーについては地場企業と対等の立場で競争

させることになった。２００１年になると日系企業には従来の購入価格の半値近くまで価格引き下

げを要求するようになった。

さらにこれまでの主要市場ごとのクローズドな供給体制ではなく、グローバルな供給体制の

なかに中国を位置づけなおし、中国をローエンドバイクおよびその部品の輸出基地にするとい

う方針を明確に持つようになった。

�２ 現地化の進展と現地サプライヤーの積極活用

A社の部品の現地化については、普及型製品（従来型製品）については、外部から購入す

る部品のうち、中国で製造されたものが９５～９８％に達している。部品サプライヤーが日本から

入れている部品や原材料を勘案しても、その比率は８０～９０％以上に達するのだという。オート

バイについてはほとんど中国化されており、どうしても日本から輸入せねばならないものはほ

とんどないのだという。

現状で日本から納入するのは、フルーエルチューブ（ゴム）、ニードルベアリング、特殊ボ

ルト（シリンダを止めるような特殊なもの）、亜鉛鋼板（ギア材料）等、ごく一部にとどまる。

A社の中国での合弁会社である B社でヒアリングしたところ、従来型の車種については外

部から購入する部品のうち、日系企業から購入するのは約４割だという。点数ベースでは、日

系から調達する主な部品はキャブ、クラッチ、発電機、ヘッドライト程度で僅かだという。日

系サプライヤーを頼りにしているとコスト的に下がらないので、日系以外の地場資本サプライ

ヤーや台湾系サプライヤーからの購入が増えているとのことであった。

２００１～２００２年にかけて A社はそれまで取引関係になかった地場系サプライヤーを大量に調

査し、意欲のあるめぼしい部品企業を選定して積極的に仕事を任せるようになった。その際、
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新規にオーダーを任されるようになった地場系サプライヤーの一つが私営企業の C社である。

シリンダヘッドのメーカーで、生産能力は年間６００万個に上る、国内最大級のオートバイ用ア

ルミ部品専門企業である。A社は C社に対し、１年間に月に１～２回、２～３人の日本人を

送り込み、技術指導、検査を行ったという。さらに A社の要求により、１０００万円近くかけて

新たに検査設備を導入したという。

C社によれば、B社は以前シリンダヘッドをある日系サプライヤーから単価１３０元前後で購

入していた。しかし新たに C社が B社に納める際の価格は６０元だという。C社の粗利は１０％

以下で非常に薄いが、しかし B社について行くことで実力を高めたい、とのことであった。

地場サプライヤーの側も、実力向上のために日系メーカーとの取引を望んでいる。

�３ 価格競争に巻き込まれる日系サプライヤー

一方、その競争の中で日系サプライヤーの一部が苦境に立たされる。例えば日本では A社

の資本が入っているクッションメーカー D社は、A社の中国合弁企業が地場部品を多用する

方針に転換したことで地場企業と直接的な競争を迫られ、２００１年の新規車種開発に参加できな

い状況に陥った。D社は、進出当初の１９９５年は大幅な利益を得ており、ほとんど日本からの輸

入部品・材料で生産したフロントフォークを１１００元（日本円で約１万３０００円）という高値で

A社の中国合弁企業に販売していたという。しかし１９９７年から急激に価格が下落し、２００１年

段階で価格が２３０元まで下がってしまった。一方、地場サプライヤーは（無論、品質的には劣

るものの）同じ形状のフロントフォークを１２０元で販売していた。D社は、地場サプライヤー

がなぜそれほどまで安く製造できるのかが理解できないという感想を述べていた。

日系クラッチメーカー E社１１も、地場サプライヤーとの熾烈な価格競争を戦っている。１９９７

年まで約６０％だった同社の現地調達率は、現在、８８％に達している。中国でどんな部品でも調

達でき、現在、同社が日本から輸入するのは本社から仕入れる摩擦材だけである。同社は B

社の新型車（日本へ輸出されるスクータ）の開発に参加することができたが、地場サプライヤ

ーに比べて依然２～３割価格高く、コスト引き下げを強く要請されているという。クラッチ板

の枚数を減らす等の方法で、コスト引き下げを計っている。

E社の認識では、コストを下げるには、従来の作り方の延長線上の改善では無理だという。

コストの安い新製品を一から開発しなおすのは技術的に難度が高く、購入部品をより安価なも

のに切り替えるほうが手っ取り早い。価格が下がりにくい日系サプライヤーからの調達を地場

サプライヤーからのものに切り替えた部品も少なくないという。

１１ E社について詳しくは本章第５節を参照。
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�４ 製品、部品の輸出拠点へ

中国の日系企業は他国の輸出拠点にもなっている。

B社は自社で製造するエンジンケース、シリンダヘッド、シリンダ、クランクシャフトを日本

の本社工場に輸出している。日本の小型ビジネスバイクのエンジン部品はすでに B社の部品

で作られている。

D社の日本の親会社は全世界に生産拠点を有するが、D社の製品はどこよりもコストが低い。

今後、D社から他国の現地工場へ部品や完成品の輸出を増やしていく方針だという。また日本

国内のアルミダイキャスト部品についても、今後２～３年で同社からの輸入によりとってかわ

られることになるとのことである。

�５ 金型調達

A社の広州での現地生産会社では、自社で使う金型についてほぼ現地化されている。市場

に広く普及し標準製品となった GL１２５タイプなら、オイルタンクのような大型プレス部品用

の金型も中国製で問題なく使えるのだという。ただしモデルによって輸入金型も使用しており、

例えば角ばったスタイルのオイルタンクのような深いしぼりが必要な金型については、中国製

では若干心配で、台湾製の金型を使用することがあるという。

B社でも、以前は新車種の立ち上がりの際に金型を日本から輸入していたが、現在はすべて

国内調達となっている。小物は地場金型企業から、大物は国内の日系金型企業から調達する。

日系金型企業に発注するのは、日本へ輸出するシリンダケースとシリンダヘッドのみである。

D社も金型は２００１年までキャビティコアを全量日本から輸入していたが、２００２年から全て現

地調達に切り替えた。寿命が短くてもよい簡易な設計にすることで従来の５５％程度の価格で調

達できたという。金型の現地化は急務なのだという。

２． 乗用車の部品・金型調達

乗用車の製造にあたっては、依然、地場サプライヤーよりも外資系サプライヤーが優位にあ

るようだ。２０００年に入ってから乗用車の普及は勢いよく進んでいるが、全体的な規模ではいま

だ十分大きな市場を形成しているとは言い難い。オートバイ産業と異なり必要な設備投資額が

大きいため、地場サプライヤーにとっては技術的参入障壁が比較的高い。また主要メーカーは

この２～３年で続々と新車種の投入を進めているが、本格的な製品開発を担えるサプライヤー

も、現状では外資系企業以外にはそれほど多くないように見受けられる。

とは言え、先行して発展したオートバイ産業の例を見ると、今後市場が順調に拡大すれば、

規模の経済を活かして成長する部品サプライヤーが多数輩出することが予想できる。当初はぎ

ごちなくても新車開発が進んでいけば、技術吸収力の高い中国企業は、いずれそのような要求

に応える能力を持つに至るであろう。
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主要メーカー、サプライヤーの部品調達の現状を見ると、日本から調達せねばならない部材

は、基礎素材（鋼板等）、ゴム部品、特殊なボルト、電子部品等、すでにそれほど多いとは言

えないようだ。今後はさらに減少する可能性が高い。乗用車の鋼板も数年で国産化されるとい

う予想もされているほどである。

金型については、大型プレス用金型や一部の特殊な金型以外は、ほとんど中国国内で調達可

能となっているように見受けられる。ある大手メーカーは、外板プレス用金型でさえも、数年

で中国製品にとって替わられるかもしれないという。

またオートバイと同じく、外資企業が部品、さらには完成車に至るまで、中国を海外への輸

出拠点として活用するまでになっている。

以上のことを、中国最大の乗用車メーカーであるドイツ系の F社と、１９９８年から生産を開

始して好調を続ける日系 G社、および G社に部品を調達する部品サプライヤーの例を通じて

検討しよう。

�１ メーカーの調達の現地化－加速する現地化、重要部品で主力となる外資サプライヤー

F社１２は中国で最大の乗用車メーカーである。１９８５年から上海に進出し、２００１年は全国で２５％

のシェアを占めている。中国の自動車産業をリードする存在であり、最も成功した自動車企業

と評価されている。新製品の投入が多く、その面でも他のメーカーをリードしている。１．６お

よび１．８リットル・エンジン搭載の車種が主力だが、２．８リットルの高級乗用車も２０００年から開

始している。今年から１．４リットルのエコノミーカーも投入した。

国産化率は、従来からの旧車種についてはすでに９５％に達している。２０００年投入の新車種は

２００２年の段階で８０％まで上昇し、２００２年投入の車種は同年８月の時点で６０％であった。F社で

は新車種の生産を開始して６～９ヶ月で国産化率５０％に達するが、この国産化スピードは F

社の親会社の最大の海外拠点であるブラジル工場よりも速いのだという。

外部から調達する部品のうち約７割は、合弁相手である上海汽車工業集団が形成している多

数の合弁外資系サプライヤーから購入している。中国を代表する上海の自動車部品ネットワー

クは、F社の国産化を支援するために形成されたものである。

F社が使用する日本からの輸入部品は、主に上海汽車工業公司傘下の日系サプライヤーを経

由したものである。エアコンのコンプレッサー、パイプ、ベアリング、ステアリング、ランプ、

オーディオ部品等だという。

G社は１９９８年に設立された新しい乗用車メーカーで、２００１年の生産台数が５万台、２００２年に

は６万台を生産する見通しだという。車種は２．０、２．３、３．０（V６）リットルのエンジンを使

ったセダンとワゴンタイプの２種類である。２００３年には「エコノミーカー」の立ち上げも予定

１２ 詳しくは本章第５節を参照。
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している。

主力車種（セダン）の現地部品調達率は約６０％である。同社が使用するサプライヤーは約８０

社で、うち６０％が日系企業、ローカル系の地場企業が２５％、台湾系企業が８％、それ以外の外

資企業が８％だという。F社と違って広東省という自動車部品産業があまり発展していない地

域に立地しているために、部品は中国全土から調達している。

薄板鋼板は全て日本から輸入しているが、今後、新日鐵が宝山製鉄と合弁したら、数年経て

ば中国製でまかなえるのではないかと期待しているようであった。ボンネットはタイ、バンパ

ー、インストルメントパネルはマレーシアから輸入していたが、２００２年から自社工場での生産

に切り替えたという。着々と部品、原材料の現地化が進んでいる。

�２ 海外輸出の拠点化

H社は G社の親会社による中国合弁工場である。G社と同じ省内に立地し、鋳鍛造で作ら

れるエンジン、足回り関連の重要部品を主に G社に供給する。同社は鋳鍛造部品を国内の国

営大手メーカーから購入し、精密加工と組立を行っていたが、徐々に自社での一貫生産に転換

し始めている。

H社はフロント／リアナックル、ブレーキディスク、カムシャフト、クランクシャフト、コ

ンロッド等を生産するが、そのうち３０％を日本とタイに輸出している。輸出先のタイも親会社

の海外工場で、H社は親会社のグローバルな重要部品供給拠点となっている。親会社の海外拠

点のなかで、乗用車用コンロッドを生産するのは米国工場と H社だけなのだという。

メーターを生産する日系サプライヤー J社１３は、従来オートバイ用のメーターが専門であっ

た。近年、４輪車用のメーターを開発し、G社の新車種に供給を始めた。開発は J社の中国人

エンジニアが中心となって展開された。

中国で取り引きされる製品価格は日本の１／３まで下がっており、日本から組み付け部品を

輸入していては競争にならないという。いかに現地の部品を集めるかが鍵だと認識されている。

価格を下げる鍵は、「日本の感覚で決まったオーバースペックを無視すること」だという。例

えば、メーターの目盛の振れ具合を日本並みの精度を出そうとせず、スペックを見直せば半値

にもできるという。

J社でも自社で生産したメーター用ムーブメントを、グループの世界各地の生産拠点へ輸出

するようになっている。例えば東南アジアでも価格引下げの要求が大変厳しくなる一方、コス

ト引き下げは中国ほど進まない。ムーブメントの東南アジアでの生産を中止し、J社からの輸

入に切り替えることが検討されているという。さらに J社から日本への輸出も考えられており、

日本の本社の空洞化が心配されているという。

１３ J社について詳しくは本章第５節を参照。
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中国が完成車の輸出拠点にもなろうとしている。G社の親会社は、広州市の輸出加工区に、

全量をアジア、欧州向けに輸出する完成車の合弁工場を建設すると発表した。生産車種はエコ

ノミータイプの小型車で、年間生産規模は５万台、２００４年中の稼働を目指すという。部品レベ

ルではすでに本格化している海外輸出だが、完成車についても中国がグローバルな供給拠点と

なる日は近そうである。

�３ 金型調達－進む現地化と積極的なグローバル調達

F社が自社で使う金型は、主に外板鋼板のプレス用金型である。外板プレス用金型について

は、製作の難易度が高いものはドイツや日本から購入している。また上海に進出した日系専門

金型メーカーからも多く購入している。最初期に導入した古い車種については、当時、金型は

全てドイツから輸入した。しかし現在では、新規投入車種についても中国での調達に軸足を移

そうとしているという。外板やプラットフォーム用の金型のような、安全に関わるものについ

ては輸入品を使用し、それ以外の小さな部品に使う金型は国産金型を使用している。現状では、

型数ベースで輸入１：中国産２の割合であり、価格ベースだと６０～７０％が輸入品だという。

G社の金型調達は、約半分が日本からの輸入で、中国製が４割、その他は韓国製などを使っ

ているという。日本製でないと困る金型は、やはり外板プレス用の大型金型である。しかし G

社の金型担当者の認識では、５年ほどすれば中国製でまかなえるようになるのではないかと予

想していた。G社は日系部品サプライヤーに対しても中国製金型の使用を積極的にチャレンジ

するよう要求している。２０００年の購買方針報告会では、２００１年投入車でローカル金型を１～２

割チャレンジし、２００３年の新規投入車でその割合を４０～５０％まで上げたいと伝えているのだと

いう。

J社では、立ち上げ後２年間は金型を日本から輸入していたが、１９９７年から全て中国で調達

するようになっている。中国で台湾系、地場系の金型メーカーを５、６社使っているが、J社

の彼らに対する評価は非常によく、タイよりも中国の方が工業のすそ野が広く充実していると

感じているという。

日系の自動車中小板金部品メーカー I社は、２００３年に G社が予定している主力車種のモデ

ルチェンジに向けて、現地でプレス部品を供給するために広東省に建設された。板金部品は１９９７

年頃から日本国内で需要が低下し、また韓国製等の輸入部品との価格競争が激しくなっている。

I社が使用する金型は、３０％が韓国、３０％がタイ、３０％が日本製および中国製であるという。

中国現地製は中小部品を成形するための金型であり、大型部品の金型については、現状では日

本製の価格が安く、小物はタイ製の金型が安いという。

乗用車で使われる金型の調達も一層の現地化が進んでいるが、大物金型を含めれば、未だ中

国はこの分野で十分な供給能力がない。乗用車産業が中国の機械産業では新しい産業であり、

キャッチアップはこれからである。現在、金型で最も発展が望まれる製品分野である。ただ、
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外資の進出も進んでいることもあり、従来、他の製品分野でも高い吸収能力を見せてきた中国

の金型産業は、めきめき力を付けてくるものと予想できる。 （大原 盛樹）

第４節 中国自動車産業の金型サプライヤー

中国金型産業の特徴を要約すれば次のようになる。自動車・部品企業の金型（プレス用金型、

プラスチック用金型など）の調達は海外依存度が高く、自動車産業の立ち上がり速度に比べ金

型産業の成長速度は今のところ遅い。しかし、産学で中国製成形シミュレーションソフトの開

発とインターンシップ制度により技術者を育成しているので、使ってみて直すという中国文化

に内在する力は無視できない。CADシステムの使用率の高い中国金型企業の不足部分は、加

工設備、測定設備、測定治具設備、プレスや射出成形機などのトライ設備、優秀な人材数とノ

ウハウなどである。日本を含む自動車メーカーの最大の関心事である自動車の軽量化による低

燃費性向上と、安全性の向上のために使用不可欠な自動車の新素材（高張力鋼板をはじめとす

る高強度材、高強度アルミ、複合材料など）の成形技術知識と使用経験が現在は不足している

ため、製品設計と金型設計ならびに材料挙動制御について日本及び欧米に大きく遅れをとって

いる。

CNC工作機械、プレス機械並びに金型メンテナンス用機械などの設備には大きな投資金額

が、ノウハウには資金及び時間が必要なため早々には達成できないが、必要性は強く認識され

ている。資金の目途がつけば一気呵成に伸長する力を秘めているのが中国の金型企業である。

中国にはいろいろな企業形態がありその形態によって保有設備、利益処分、設備への再投資、

人材育成への投資などに大きく差がある。以下では企業形態別に金型の技術レベルについて述

べる。

１． 企業形態

まず、企業の形態から外資系企業および現地企業を１０のパターンに分類して特徴を述べる。

�１ 外資系企業には、次のような企業がある。

① 外資出資比率が高く外資が経営リーダーシップを持つ企業

このような企業は、設備投資、人材及び設備管理を自主的に行え、金型の調達も輸入・現地

調達自由である。特に、コンピュータ活用の強弱が企業の盛衰を左右すると強く認識している

点は、日本の金型企業にない新しさを有する。日本の金型企業はまだ「うでや技能」に偏る弱

点がある。金型設計技術者の多くは１日１２～１６時間勤務で仕事を消化している。これは型設計

技術がまだ熟達していないためであって、生産性は高いとはいえない。しかし、経験を積めば
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改善されるし、生産性も向上する。

② 外資側出資比率の少ない企業

このタイプの企業は、設備投資に制約があり、人材及び設備管理にも制約が有る。金型調達

は現地調達が多い。この範疇に入る企業には、日本人を上級マネージャークラスの社員として

いる企業と、契約専門家として特定技術に限定して採用している企業がある。前者のほうが日

本企業並みの技術を習得している。

③ 香港に本社を設立し中国において委託形態で生産する企業（香港本社は小資本で設立）

このタイプの企業は、設備投資、人材及び設備管理を自主的に行う。金型の調達も輸入・現

地調達自由である。台湾系では世界的企業もある。中小企業の在り方の一つといえよう。

�２ 現地企業は、次のようなパターンに分けられる。

① 純民間企業（株主を親族で固める）で日本人の支援のない企業

このような企業は、機械設備に対する投資余力が無く、中古機、低機能機が多いが、CAD

に対する投資は積極的である。２０代、３０代の若い経営者が多い。経営感覚もよく、成長率も高

い。日系と取引のあるところの伸長速度は速い。営業力もあり仕事量の確保は設備能力次第な

ので、設備資金に対して海外企業との提携を望んでいる。

② 日本人の支援がない華僑系外資企業で純民間企業

この場合、利益の再投資が後回しのため、設備や工具に弱点がある。設計力と型仕上げ（金

型の組立と調整）に実力のある企業は日系大手家電メーカーと取引している。型トライ用成形

機やプレスを持たないので客先に持ち込んでのトライになり、トライによって発生する金型の

修正（ほとんどの場合持ち帰りが必要）が大仕事となる弱点がある。

③ 日本人の支援がある華僑系外資で純民間企業

当然ながら品質と技術に日本の影響が大きい。ただし日本人の技術・技能が上限で開発力は

弱い。日本人の存在は日系企業との取引に有利である。型トライも自社内で行え、修正も日本

人指導で行うので金型全体のリードタイムは前項企業より短い。

④ 民間資本９０％以上の国営企業（国が残りの株を手放さないほど優れた企業）

経営者が４０代以下の若い経営者が多い。日系の２次クラスの力は十分にある。中には証券市

場に上場している企業もある。このクラスは自社で成形加工も行う企業が多く、加工ノウハウ

を金型設計にフィードバックしている。取引先は日本を含む海外企業が主である。国営時代の

設備が中心であるが、安い欧州製工作機械の導入が始まっている。

⑤ 民間資本５１％以上の国営企業（国の出資比率が徐々に少なくなる企業）

民間資本分を誰が保有するかにより企業伸長が決まる。少数株主の企業は民営に近い経営を

目指しているが、全従業員が株主という企業は利益の株主配分が主となり設備への再投資が難

しく、ジリ貧傾向になりやすい。設備は国営時代のままなので機歴は１５年以上であり、メンテ
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ナンス資金が無いため高加工精度の金型は無理である。

⑥ 国営企業（若い菫事長が経営する企業）

民営化を目指して努力しているが、道のりは厳しい。外部の技術支援を望んでいるが、国営

時代に導入した日本製高級工作機械、特にワイヤ放電加工機はシートをかぶせて使っていない。

⑦ 国営企業（高齢の菫事長が経営する企業）

経営革新意思が弱く、再投資意思がない。競争力はほとんどなく、国営時代の仕事でつない

でいる。

２． 生産技術と現場作業者の技能レベル

�１ 日本企業

外板などの外観重視部品及び形状が複雑なために難成形な内板部品用金型は、現在日本から

調達している。しかし、日系自動車企業が納期とコストから現地調達化に動いていることに呼

応して日系金型企業の現地進出が活発化している。金型材料の相当部分を現地で入手可能とな

っているので、近い将来は現地調達率が８０％を越えるときがくる。それ以外は合弁企業に発注

しても問題が少なくなっている。

生産設備の概要を述べると、設計設備は CADが主流である。CADデータを本社と共有し、

設計規格、設計基準は日本本社と同じである。社内では３次元設計をしながら、一部の企業で

は部品発注や金型発注には２次元図を使う企業もあると聞く。一般に設計に限らず、現地人１００

～２００人に対して日本人の管理職は１人の割合が多い。部品設計者は、現地で採用した優秀な

技術系の人材をよく教育している。現場技能者は、優秀な人材を採用し、社内で教育訓練する

と共にその中から選抜して日本へ１～２４ヶ月派遣して現場マネージャー要員を教育している。

加工設備は、日本の工場で使用していた中古の CNC工作機械を移設して使うのが主流である。

�２ 合弁企業

合弁比率により違いがあり、日本主導の企業は日系に近いが、現地主導の場合は現地企業の

上位とほぼ同じ企業もある。受注は、CADデータや図面で受注する。受注データは、社内の

CADにデータ変換する。各社共日系企業からどのような CADシステムで書かれていても対

応できる変換ソフトを保有している。設計基準や設計規格の整備は不十分である上に、ユーザ

ー（顧客）規格が各社各様なので受注ごとに苦労している。技能者のレベルにも大きなバラつ

きがある。日系企業との取引実績が少ないため新素材成形の経験不足が否めない。

設計設備は CAD、加工設備は CNC工作機械と手動工作機械とが混在し、後者の比率が高

い。CNC高性能機を保有しながら、使用者の工作に対する感覚が旧態手動工作機械の扱いと

同じであったり、切削工具に資本を掛けていないので CNC高性能工作機械の機能を活かして

いないし、活かしていないことに疑問を持っていない。測定用治具やネスト（測定用支持治具）
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は、ほぼ内製である。投資姿勢をみると、資本家の資産増が優先される。特に切削工具関係へ

の投資が後回しになっている。ただし、経営者によっては設備投資に意欲的な場合もあり、低

価格の欧州製工作機械を導入している。

�３ 現地企業

現地企業にも技術指導を行い発注が増えており、高張力（５９０Mpa級）鋼板もこなす企業が

出てきている。受注は、CADデータや図面で受注する。各社とも変換ソフトを保有し社内の

CADにデータ変換できる。設計基準や設計規格の整備は不十分である（このあたりは前出に

同じ）。技能者のレベルに大きなバラつきがある。日系企業との取引実績が少ないため品質や

成形に経験不足が否めない。時間をかけて、力ずくでまとめる能力は高い。保有設備は、設計

設備に CAD、加工設備に CNC工作機械、手動工作機械をもつ。測定設備は手動が主流であ

る。企業によってはムーアの治具研削盤やカール・ツアイスの３次元測定機を設置するなど時

にはアンバランスともいえる高級機がある。しかし、使いこなすノウハウが少ないためエアコ

ンダクトの真正面にムーアがあったりする。よい機械を持っているのでよい仕事をするという

宣伝にも使っている。

設備投資への姿勢は、資本家の資産増が優先である。特に切削工具関係への投資が後回しと

なっている。経営者によっては設備投資に意欲的で、低価格の欧州製工作機械を導入する企業

もある。指先で触っても怪我をしないフライスカッターなどや、刃こぼれをしたエンドミルを

意に介す様子がない。

金型企業形態におけるそれぞれの設備・技能等の現状について、日本国内の優れた企業を１０

点として大雑把に比較した場合、次の表と図のようにまとめられる。 （小松 勇）

表１３ 金型企業形態別の設備・技能等の現状

２次元
CAD

３次元
CAD NC機械 NC測定 工 具 トライ

設備 磨 き 技能教育 人材教育

現地日本企業 １０ ５ ７ ７ ８ ７ １０ １０ １０

合弁企業 １０ ５ ５ ７ ７ ５ ６ ７ ７

現地企業（民営） ５ ８ ３ ８ ３ ３ ６ ３ ３

現地企業（国営） ５ ３ １ ２ ２ １ ３ １ １

（出所）筆者作成。
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第５節 生産技術・管理

本節では、外資系乗用車と日系部品メーカー２社、合計３社の視察を通じて考察した、生産

技術と経営管理面での事例を紹介しよう。第３節にも登場する F社、J社、E社である。

１． 自動車メーカー F社の事例

上海都心から車で約１．５時間の郊外に F社の３つの工場を取り巻くように関連外注先が進出

している。３つの工場は、サンタナの組立を中心とする進出時代からの当初工場、近年のパサ

ート、ポロの組立を主にする最新工場及びエンジン等主力部品の加工を行う工場である。

F社は、早くから中国に進出し、現地企業との連携基盤を強化してきた。同社は、主力車種

のサンタナにおいてローカルコンテンツを９５％と非常に高く維持し、その後の新しい車種に関

しても同様な政策にのっとり順次比率を高めていくとのことである。自動車の主力部品である

エンジン周りの加工は自社で行っているが、その他の部品については、ドイツからの輸入また

は中国国内で調達している。

工場見学は、最新式のパサート組立工場を電気自動車でまわったが、未だ生産量が少ないた

めか、基本的にはボディ等の一部の溶接にクカのロボットを１０台程度使用しているのみで、そ

の他は簡単なハンディタイプの組立ツールを主体に作業を行っている。組立車台の姿勢、治工

具等にも少人数大量生産への備えがなされている。

図１４ 金型企業形態別の設備・技能等の現状

（出所）表１３に同じ。
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塗装ラインには、パサートの中国で最も人気のある黒色の車だけがラインオフした状態で並

んでいたが、塗装システムのフレキシビリティについては確認できなかった。

生産方式も JITのようなきめ細かい方式は採用しているようには見えなかった。中国の生

産では、一般には部品調達は広域にわたり、JITの採用は難しい方だが、「F社町」を構成し

ているこの場所においてはいくらかは可能と思う。ただ、それだけの生産管理の必要性を中国

の風土として受け入れるかどうか、何とも言えない。

今後の生産量の増大と各社の進出による競争激化を迎える同社として、いかなる生産戦略を

取っていくか、注目に値する。

新しい組立工場としていくらか興味のあるのは、ショウルームとして広大な明るいスペース

を設けて顧客との接点を重視した点である。現在は３車種と限られた生産のために力不足の感

が免れないが、今後これらのスペースに意義ある展示内容を充実することによって市場とのつ

ながりを強化し、社会への貢献をアピールする戦術が功を奏するものと思われる。

２． 部品メーカー J社の事例

J社は、１９９５年に設立した２輪車、４輪車のメーターメーカーである。メーターを製造する

同業他社は約１００社あり、そのほとんどが同社のコピー商品とのことである。メーターの品質

には３種類があり、保証期間はそれぞれ、６０００、１万、２万 kmである。メーター市場は、前

２者が約５０％、最高品質のメーターが５０％程度とのことである。

低速２輪車に対しては、メーターは付属していればよく、精度の多少のバラツキは運転上問

題ないとのことで、日系メーカーへの納入を除けば、低品質の同業他社の製品もすべて一般市

場では利用に供することになり、競争はきわめて厳しい。

さらに中国では、単品部品の市場も大きく、製造した部品は品質に関わりなくすべての部品

市場で流通する。したがって形が一流メーカーと同等でさえあれば、コピー製品でも大手を振

って市場参入ができ、こうした背景から製造メーカーが林立し、群雄割拠をなすのも否定でき

ない。

こうした市場背景の中で、日系企業では無管理状態の低品質製品を作るのは不可能で、どう

しても管理値に収める習性がつき、結果的に高コスト要因を引きずり、これらの低品質製品と

の競争に対抗できない、と嘆いていた。

J社の現地調達率は、一部車種用を除いて約９８％である。１９９７年から現地調達率の向上に向

けて活動し始め、上海近辺を中心に１５～１６社から部品調達している。日系企業は、たとえ同じ

中国国内で生産していてもコスト高になっているために結果的に中国企業主体に調達している。

中国製品は、タイと比較しても製品管理の間接費用がない分、コストも安くなっている。前述

のように、最終製品には３種類の品質区分があり、納入先によってもこうした考えが存在する

ので、品質がばらつくと言っても大きな損失と考える必要はない。市場が要求するものは自然
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と生産から出てくる。本来は、すべての部品が管理された状態から品質を安定させて納入され

るのが、日本の常識であるが、この考えは必ずしも中国では妥当ではない。指導すれば、当然

よくなると思うが、管理費用の高騰とノウハウの流出を考えると簡単ではない、など中国の事

情を説明された。

極端に低い品質のものは日系メーカーからは出荷（生産）できず、かつては一般部品市場か

ら部品を購入してきて組みつけたこともある。これも中国では商品であり、生産の一つの手法

でもある、との話しも聞けた。

製品開発に関しては基本的に中国で実施しているが、最終評価テストは日本で行っている。

製品に対してのテスト項目は中国と日本でははるかに違うし、厳しさも違う。したがって、い

かに中国製品といっても最終評価をおろそかにすれば輸出等の場合、国際市場に問題が派生す

ることも考えられ、日本の厳しい審査の中で評価するのが好ましい。

J社の部品構成は、６０％を購入品として外部調達しており、社内では成形部品の７０％、プレ

ス部品の８０％、印刷の９０％を実施している。基本的には中国製部品で最終製品をまかなうよう

にしなければ要求コストに対応できない。製造設備も日本の工作機械を使っていては高い部品

となり、同社では、台湾製の機械を中心に使用している。設備は日本の５０％の費用で調達でき

る。いままでの活動は、こうした実情を知るための授業料だったと理解している。この設備に

対する考え方は、例えば金型でも日本製の品質のよい金型をメンテナンスしながら長い期間利

用するより、適当な間隔で使い捨てする方が得策であるという考えに変わる。J社では１０万ユ

ニットを一つの単位として金型の寿命を考え、部品のライフサイクルと金型費用とのトータル

パフォーマンスで計画を作るようにしたとのことである。生産現場は日本の生産管理をそのま

ま導入し、各種の指標や標準書が作業に合わせて活用されている。

組付ラインは部品が小さいため、作業者が肩をくっつけるようにコンベアに取り付き、簡単

な工具で手作業中心に製品を作っている。中国の人件費と自動化設備、さらに製品の多様化対

応、寿命等を配慮して徹底的に人海戦術で対応している。

製品に使用する外部購入の細かい部品類を一つ一つエアで清掃、加工残りの有無チェックを

男子作業者が黙々と実施している姿は日本では見られないが、中国ではむしろ妥当な生産方式

となる。

一つの部品製造に対し、柔軟性を持って最もコストの安くなる方式を中国の風土の中から選

択する。これが中国での生き残りになるとのことだ。

３． 部品メーカーE社の事例

E社は、１９９５年に設立された２輪車用クラッチ、４輪車用クラッチを生産する企業である。

近年は、中国の２輪車自体の品質も従来に比し、格段によくなっており、単に日本製というブ

ランド力だけでは勝てなくなってきている。中国国内で、中国の価格に対等に勝負できる、ま
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たは過去の経験を駆使して席捲するくらいの価格提示が必要になってきている。E社の１００名

規模の工場は決して大きなものではないが、工場全体には TPMの考え方（実際に TPMか、

否かは不明だが）を浸透させる努力が見える。

クラッチ部品はプレス成形部品が多い。切り屑が飛散し、工程が長く、連続する加工現場と

は生産システムの管理状態が異なるとは言え、作業者を適切に配置したマニュアル運転が中心

になっている。

作業者の教育と品質保証システムの確立に向けて ISO９００２への挑戦を行い、認証を取得して

いる。作業管理は、日本的に各種の指標を使い、データ管理を行っている。

開発に関して、現在生産のクラッチ種類は１５種類とのことだが、２輪車、４輪車の多様化に

対応するために来年までにさらに１５種類ほどの拡大に迫られている。この開発に対して親会社

の協力を求めているが、日本で日本の材料を使った開発では中国のコストに対応できるはずが

なく、結果的に同社に中国製品を使った中国での開発という負担がのしかかってきている。納

入先を始め、各所とのエンジニアの交流を推進し、情報をしっかりとって実施しているが、ク

ラッチは保安部品のために品質の確保を最優先するとどうしても日本製材料・部品でトライし

たくなる。中国では呉越同舟で推進しなければスピードに遅れるとのことだ。

中国で製造する自動車部品は日本の価格に対して１／２を目標にするのは当然のことで、そ

のための人件費、設備費、工具費等を部品のライフサイクルを勘案したトータルパフォーマン

スで評価する必要がある。

成形から組立まで一貫生産する強みをどのように活かすかが課題である。当社の立ち上がり

時点では、金型を日本で調達するようにしていたが、あまりにも高価格のために部品のコスト

競争に対応できず、最近では６５～７０％を浙江から調達している。浙江には金型横丁ができてお

り、技術、情報とも千差万別、よりどり見取りである。したがって、部品のライフサイクルに

見合った適切な金型をどうしたら調達できるか、目利きが大切である。

金型に関しては、１００％現地調達に向けて意欲的に推進していく。さもなければ要求コスト

を実現することは不可能である。

クラッチに関しては材料が重要だが、特にクラッチ板の材料はノウハウの固まりである。中

国にも武漢に摩擦研究所があり、摩擦材料の研究とともにメーカーの依頼で品質検査を実施し

て認定証を発行している。時には設備指導もしている。こうした材料は当然中国製のために安

い。同社はクラッチ板の材料だけは日本製を使用し、ノウハウを機密扱いとし、外部への流出

防止を徹底的に行っている。ただし、このため中国製部品に対し２０％はコスト高となっている。

コスト優先の考えでは仕方なく、とにかく現地材料を使った現地生産でしか生き残れない。製

品構成で６５％が購入品を占める。自社で手を掛けることができるのは３５％である。競争相手は

中国で約３０社あり、半分は台湾系企業である。どのようにコストダウンを図り、勝って行くか

必死である。
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中国では、何か新しい魅力的な商品が出ると、ただちに分解に入り、部品ベースで市場に出

回る。中国では「物ありき」そして「部品ビジネスありき」で、まず物が優先する。かつてク

ラッチを分解したところに呼ばれ、何が違うか、メーカーとして意見を求められたことがあっ

たが、そうした一見日本では非常識としてありえないことでも中国では当り前の所作となる。

したがって、必然的に厳しい競争となる。

第６節 日系企業の人材育成

J社は、毎年課長以上を５～６名研修のため日本に派遣している。課長以上の定着率はよい

が、ワーカとなると定着を期待しない方がよいという。また、自分が得たノウハウは絶対に他

人と共有することはなく、例えば日本研修で学んできた内容を報告せよ、と言っても“No!”

と言って他人の前では報告しないのは通例である。したがって、グループ活動はいたって不得

意である。「決めたことは守る。守らなかったらどうなるか」、この教育が最も難しいという。

スピンアウトするからといって教育を止めることはよくない。人がやめる以上に多くの人に教

育を施せばまかなうことができるという信念が大切である。反面、「新しいことを与えれば必

ず挑戦していく」風土はあり、常に新しいものを提供していけば、しっかりと根付いていくと

思う、とのことである。

給料は、初任給で７００元（約１万５００円）、エンジニアには A、Bクラスがあり、それぞれ１０００

元（約１万５０００円）と２０００元（約３万円）である。平均すると日本の約１／１０であり、こうし

た事情の中で、設備－人件費と製品寿命を加味して中国での生産方式を配慮する必要がある、

との意見を得た。

E社は、ISO９００２の展開を機に従業員の啓蒙活動を企画した。同社は社長自ら QA表を作成

し、全員にやり方を教えて展開を図ったが、その維持には大変な忍耐と努力を必要とした。し

かし、その意義を理解し、ビジネスとのつながりが分かるにつれて次第に浸透していった。や

り方と効果を実感すれば、継続も可能と思っている。

中国の最大の弱点は生産管理である。中国自体もこうした人材を非常に欲しがっているが、

日本の会社にも多くの人材がいるわけではないので応えられない。元来人件費が安いというこ

とで、IEを取り入れる必要性を感じていないが、市場経済に入って競争が厳しくなってくる

と徐々に人事管理が問題となって浮き上がってくる。１ヶ月当たりの賃金は、一般作業者で５５０

～６００元（約８２５０～１万２０００円）、大学卒業者で２０００元（約３万円）である。

１ヶ月の研修、さらに２ヶ月の実習後に事業計画を個々に説明し、自主計画を作成させて、

その目標達成度合いで評価し、ベースアップを図るようにしている。個人との定期的な面接は

重要な方策で個々の従業員と６ヶ月に１時間の面談を実施している。マネージャークラスは週
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に１回のミーティングで意志の疎通を図っている。

中国での教育、特に新しい教育プログラムの導入は、中国人にとってほとんど過去に経験の

ないものばかりで、一種の習慣の変更に相当し、根気よく行う必要がある。ただ、一端では簡

単にスピンアウトする風潮もあるが、これを気にしていたのでは、いつまで経っても改革はな

いのが事実である。スピンアウトしても後があるくらいの意気込みで教育するのがよいと思う

とのことであった。 （島 吉男）
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